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1. 平成30年3月期第1四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する四半期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第1四半期 10,990 3.8 2,103 43.1 1,540 39.1

29年3月期第1四半期 10,584 △23.2 1,469 △72.1 1,107 △74.2

（注）包括利益 30年3月期第1四半期　　3,351百万円 （234.2％） 29年3月期第1四半期　　1,002百万円 （△43.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第1四半期 18.66 8.09

29年3月期第1四半期 13.41 5.41

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第1四半期 2,455,727 108,577 4.4

29年3月期 2,376,801 105,677 4.4

（参考）自己資本 30年3月期第1四半期 108,577百万円 29年3月期 105,677百万円

（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。

　　　なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00

30年3月期 ―

30年3月期（予想） 0.00 ― 5.00 5.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当行が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式の配当の状況については、後述の「種類
株式の配当の状況」をご覧ください。

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,200 △14.9 1,800 19.2 21.80

通期 3,900 △31.7 3,300 △10.8 39.51

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

特定子会社の異動には該当しておりませんが、つくば地域活性化ファンド投資事業有限責任組合は重要性が増したことにより、当第1四半期連結会
計期間から連結の範囲に含めております。

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期1Q 82,553,721 株 29年3月期 82,553,721 株

② 期末自己株式数 30年3月期1Q 16,245 株 29年3月期 15,818 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期1Q 82,537,666 株 29年3月期1Q 82,539,989 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は、今後様々な要因により大きく異なる結果となる可能性があります。



○種類株式の配当の状況

　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。

（第四種優先株式）

１株当たり配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円銭 円銭 円銭 円銭 円銭

29年3月期 ― 0.00 ― 0.55 0.55

30年3月期 ―

30年3月期（予想） 0.00 ― 0.30 0.30

（注1）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：有

（注2）１株当たり配当金の算定の基礎となる計数及び算式

(1)29年3月期

　①算式

　 配当金＝１株当たりの払込金額×0.11%

　②１株当たりの払込金額

　 500円

　③発行済株式数

　 70,000,000株

(2)30年3月期（予想）

　①算式

　 配当金＝１株当たりの払込金額×0.06%

　②１株当たりの払込金額

　 500円

　③発行済株式数

　 70,000,000株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　 当第1四半期連結累計期間の経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息及び有価証券利息配当金の減少に

　より資金運用収益が減少しましたが、投資信託販売額の増加による役務取引等収益の増加や、その他業務収益にお

　ける貸出債権譲渡益の計上等から、前年同期比4億5百万円増加の109億90百万円となりました。

　 経常費用は、国債等債券売却損が増加したものの、株式等売却損が減少したこと等から、前年同期比2億27百万円

　減少の88億86百万円となりました。

　 以上の結果、経常利益は前年同期比6億33百万円増加の21億3百万円に、親会社株主に帰属する四半期純利益は同

　4億33百万円増加の15億40百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

　 当第1四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産は、貸出金が減少した一方、現金預け金の増加

　等により、前連結会計年度末比789億円増加し、2兆4,557億円となりました。

　 負債は、預金の増加等により前連結会計年度末比760億円増加し、2兆3,471億円となりました。

　 純資産は、その他有価証券評価差額金の増加及び親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、前連結会計

　年度末比28億円増加の1,085億円となりました。

　 主要な勘定残高では、預金は公金預金及び個人預金の増加により、前連結会計年度末比732億円増加の2兆3,084

　億円となりました。

　 貸出金は、地方公共団体向け貸出の減少から、前連結会計年度末比373億円減少の1兆6,322億円となりました。

　 有価証券は、外国証券や投資信託が増加したこと等から、前連結会計年度末比140億円増加の5,895億円となりま

　した。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　 平成30年3月期第2四半期累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、平成29年5月12日に公表した数値か

　ら変更ありません。

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

　 特定子会社の異動には該当しておりませんが、つくば地域活性化ファンド投資事業有限責任組合は重要性が増し

　たことにより、当第1四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　 該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　 該当事項はありません。
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３．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

現金預け金 87,295 189,475

買入金銭債権 2,786 3,842

商品有価証券 583 587

金銭の信託 1,000 3,064

有価証券 575,459 589,531

貸出金 1,669,614 1,632,232

外国為替 12,039 7,063

その他資産 9,593 11,991

有形固定資産 22,987 23,106

無形固定資産 2,765 2,748

繰延税金資産 4,978 4,050

支払承諾見返 1,883 1,874

貸倒引当金 △14,186 △13,842

資産の部合計 2,376,801 2,455,727

負債の部

預金 2,235,249 2,308,497

債券貸借取引受入担保金 20,000 20,000

外国為替 66 45

その他負債 10,928 14,634

賞与引当金 858 219

退職給付に係る負債 1,189 985

役員退職慰労引当金 9 5

執行役員退職慰労引当金 37 33

睡眠預金払戻損失引当金 245 211

ポイント引当金 14 14

利息返還損失引当金 1 1

偶発損失引当金 282 268

再評価に係る繰延税金負債 358 358

支払承諾 1,883 1,874

負債の部合計 2,271,123 2,347,149

純資産の部

資本金 48,868 48,868

資本剰余金 30,447 30,447

利益剰余金 25,624 26,714

自己株式 △5 △5

株主資本合計 104,935 106,024

その他有価証券評価差額金 52 1,830

土地再評価差額金 414 414

退職給付に係る調整累計額 275 307

その他の包括利益累計額合計 742 2,552

純資産の部合計 105,677 108,577

負債及び純資産の部合計 2,376,801 2,455,727
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

経常収益 10,584 10,990

資金運用収益 7,374 7,028

（うち貸出金利息） 5,865 5,647

（うち有価証券利息配当金） 1,488 1,360

役務取引等収益 1,673 1,874

その他業務収益 814 1,564

その他経常収益 722 523

経常費用 9,114 8,886

資金調達費用 318 240

（うち預金利息） 178 100

役務取引等費用 847 903

その他業務費用 83 311

営業経費 7,118 6,930

その他経常費用 746 501

経常利益 1,469 2,103

特別利益 43 1

固定資産処分益 ― 1

収用補償金 43 ―

特別損失 35 8

固定資産処分損 11 8

減損損失 24 ―

税金等調整前四半期純利益 1,478 2,097

法人税、住民税及び事業税 88 113

法人税等調整額 282 442

法人税等合計 371 556

四半期純利益 1,107 1,540

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,107 1,540
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 1,107 1,540

その他の包括利益 △104 1,810

その他有価証券評価差額金 △146 1,778

退職給付に係る調整額 42 32

四半期包括利益 1,002 3,351

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,002 3,351
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。
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㈱筑波銀行 (8338) 平成30年3月期　第1四半期決算短信

1.　損益の概況
(1)　単体損益

【単体】 （単位：百万円）

平成30年3月期 平成29年3月期 平成30年3月期

第1四半期 第1四半期 第2四半期累計期間

（3ヵ月） （3ヵ月） 業績予想

（6ヵ月）

業務粗利益 8,859 405 8,454

資金利益 6,808 △ 275 7,084

役務取引等利益 798 159 638

その他業務利益 1,252 521 730

うち国債等債券損益 △ 70 △ 791 721

経費(除く臨時処理分)(△) 6,826 △ 179 7,006

人件費(△) 3,569 △ 18 3,588

物件費(△) 2,785 △ 150 2,936

税金(△) 471 △ 10 481

実質業務純益 2,033 585 1,447

コア業務純益 2,103 1,377 726

一般貸倒引当金繰入額(△)　① △ 130 △ 130 -

業務純益 2,163 716 1,447

金銭信託運用見合費用(△) 0 0 0

臨時損益 △ 140 △ 117 △ 23

うち株式等関係損益 216 275 △ 58

うち不良債権処理額(△)　② 415 447 △ 31

経常利益 2,023 598 1,424 2,000

特別損益 △ 6 △ 15 8

税引前四半期純利益 2,016 583 1,433

法人税、住民税及び事業税(△) 87 34 53

法人税等調整額(△) 436 149 286

四半期(中間)純利益 1,492 399 1,093 1,700

実質信用コスト①+② 285 317 △ 31

(注) コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益

前年同期比

➣ 平成30年3月期第1四半期の単体の業績は、貸出金利回りの低下や有価証券利息配当金の減少等
から資金利益が減少しましたが、投資信託販売額の増加による役務取引等利益の増加や、その
他業務利益の増加等から、業務粗利益は前年同期比4億5百万円増加の88億59百万円となりました。

➣ 実質業務純益は、業務粗利益の増加に加えて、経費が前年同期比1億79百万円減少したこと等か
ら、同5億85百万円増加の20億33百万円となりました。また、コア業務純益は同13億77百万円増
加の21億3百万円となりました。

➣ 経常利益は、その他業務利益等の増加を主因に、前年同期比5億98百万円増加の20億23百万円、
四半期純利益についても、同3億99百万円増加の14億92百万円となりました。

➣ 平成30年3月期第2四半期累計期間の業績予想に対する進捗率は、経常利益が101%、四半期(中間)
純利益が87%となっております。
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(2)　連結損益

【連結】 （単位：百万円）

平成30年3月期 平成29年3月期 平成30年3月期

第1四半期 第1四半期 第2四半期累計期間

（3ヵ月） （3ヵ月） 業績予想

（6ヵ月）

連結業務粗利益 9,012 400 8,611

資金利益 6,788 △ 266 7,055

役務取引等利益 970 145 825

その他業務利益 1,252 521 730

営業経費(△) 6,930 △ 187 7,118

与信関係費用(△) 300 266 34

株式等関係損益 216 275 △ 58

その他 105 35 69

経常利益 2,103 633 1,469 2,200

特別損益 △ 6 △ 15 8

税金等調整前四半期純利益 2,097 618 1,478

法人税、住民税及び事業税(△) 113 24 88

法人税等調整額(△) 442 160 282

四半期純利益 1,540 433 1,107

1,540 433 1,107 1,800

実質信用コスト 300 266 34

前年同期比

親会社株主に帰属する
四半期（中間）純利益

➣ 平成30年3月期第1四半期の連結の業績は、主として単体の損益状況を反映し、連結業務粗利益
は前年同期比4億円増加の90億12百万円、経常利益も同6億33百万円増加の21億3百万円となり
ました。

➣ 親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比4億33百万円増加の15億40百万円となりま

した。
➣ 平成30年3月期第2四半期(累計)及び通期の連結業績予想については、平成29年5月12日に公表

しました発表予想値からの修正はありません。
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2.　金融再生法開示債権 　

【単体】 (単位 : 百万円)

平成28年6月末比

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

5,500 764 4,736 6,130

危険債権 31,972 △ 3,839 35,811 31,140

要管理債権 5,616 1,750 3,866 5,494

小計　　① 43,088 △ 1,325 44,413 42,764

正常債権 1,604,512 30,601 1,573,911 1,641,774

合計  　② 1,647,599 29,275 1,618,324 1,684,538

(単位 : ％)

開示債権比率　①／② 2.61 △ 0.13 2.74 2.53

(注) 上記の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより

 　分類しております。

　　 また、同計数は、当行の定める自己査定基準に基づく平成29年6月末時点の資産査定の結果による債務者区分を基に計上

 しております。

　　 　※債務者区分との関係：破産更生債権及びこれらに準ずる債権 … 実質破綻先、破綻先の債権

危険債権 … 破綻懸念先の債権

要管理債権 … 要注意先のうち、元金又は利息の支払いが3ヵ月以上延滞しているか、

　　　　　　　　　　 又は貸出条件を緩和している貸出債権

3.　自己資本比率 (国内基準)　

【連結】 (単位:億円)

平成28年6月末比

① 自己資本比率 8.67 ％ △ 0.40 ％ 9.07 ％ 8.66 ％

② 自己資本の額 1,094 33 1,061 1,079

③ リスク・アセットの額 12,621 928 11,693 12,467

④ 所要自己資本額 504 37 467 498

平成29年6月末 平成28年6月末 平成29年3月末

平成29年6月末 平成29年3月末平成28年6月末

➣ 平成29年6月末の金融再生法に基づく開示債権額は、「危険債権」の減少を主因に、前年同
期比13億25百万円減少し430億88百万円となりました。

➣ この結果、開示債権比率は前年同期比0.13ポイント改善し2.61％となりました。

➣ 平成29年6月末の連結自己資本比率は、親会社株主に帰属する四半期純利益を15億40百万円
計上しましたが、貸出金残高の増加等によるリスク・アセットの増加から、前年同期比0.40
ポイント低下の8.67％となりました。

- 4 -



㈱筑波銀行 (8338) 平成30年3月期　第1四半期決算短信

4.　時価のある有価証券の評価差額

(1)　その他有価証券

【単体】  (単位 : 億円)

平成29年6月末 平成28年6月末 平成29年3月末

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

その他有価証券 5,072 23 69 46 5,080 76 103 26 4,937 0 64 63

 株  式 66 20 20 0 71 6 11 5 78 19 20 0

 債  券 2,602 18 29 10 2,971 68 69 0 2,553 21 33 12

 その他 2,403 △ 16 18 35 2,037 2 22 19 2,304 △ 40 9 50

　(注) 1.「評価差額」は、帳簿価額と時価との差額を計上しております。

　　 2. 有価証券のほか信託受益権を含めております。

(2)　満期保有目的の債券

【単体】  (単位 : 億円)

平成29年6月末 平成28年6月末 平成29年3月末

帳簿 含み損益 帳簿 含み損益 帳簿 含み損益

価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損

満期保有目的の債券 713 31 31 0 685 47 47 - 723 33 33 0

 (注) 1.「含み損益」は、帳簿価額 (償却原価法) と時価との差額を計上しております。

2. 有価証券のほか譲渡性預け金を含めております。

(3)　子会社株式で時価のあるもの

該当ありません。

➣ 平成29年6月末のその他有価証券の評価差額は、株式の評価益が増加した一方、債券や投資信託
(その他)等の評価益が減少したこと等から、前年同期比53億円減少し23億円となりました。

➣ 満期保有目的の債券は、含み益が前年同期比15億円減少の31億円となりました。
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5.　預金・貸出金残高等の状況

(1)　預金・貸出金残高

【単体】  　(単位 : 億円)

平成28年6月末比

預  金　　 23,189 676 22,512 22,457

うち個人預金 17,021 169 16,852 16,856

貸 出 金　 16,316 248 16,068 16,690

(2)　中小企業等貸出金残高・比率

【単体】  　(単位 : 億円,%)

平成28年6月末比

中小企業等貸出金残高 11,758 508 11,250 11,711

中小企業向け貸出 6,980 214 6,765 6,978

個人向け貸出 4,778 293 4,484 4,732

中小企業等貸出比率 72.06 2.05 70.01 70.17

（注）個人向け貸出には、消費者ローンとその他個人向け貸出を含んでおります。

(3)　消費者ローン残高

【単体】  　(単位 : 億円)

平成28年6月末比

消費者ローン 4,693 301 4,392 4,640

住宅ローン 4,297 293 4,003 4,242

その他ローン 396 8 388 397

(4)　預り資産残高

【単体】  　(単位 : 億円)

平成28年6月末比

預り資産 2,204 54 2,149 2,197

投資信託 958 △ 15 974 982

年金保険等 1,027 108 919 999

国債等公共債 160 △ 37 197 162

外貨預金 58 △ 0 58 53

平成29年6月末

平成29年6月末 平成29年3月末

平成29年3月末

平成28年6月末

平成28年6月末

平成29年6月末 平成28年6月末 平成29年3月末

平成29年6月末 平成28年6月末 平成29年3月末

➣ 平成29年6月末の預金残高は、法人の流動性預金を中心に前年同期比676億円増加し、
2兆3,189億円となりました。

➣ 貸出金残高は、前年同期比248億円増加の1兆6,316億円となりました。中小企業等貸出

金残高は同508億円増加の1兆1,758億円、住宅ローンは同293億円増加の4,297億円とな

りました。
➣ 預り資産残高は、投資信託や国債等公共債は減少しましたが、年金保険等が増加した

こと等から、全体では前年同期比54億円増加の2,204億円となりました。
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